


今 月 の 動 き（５月）

《 求人倍率 》

○ 鳥取県の平成 年 月の有効求人倍率（パートを含む速報値）は 倍（季節調整値）で、前２１ ５ ０ ４６.
月と同値となった。

下○ 新規求人倍率（パートを含む速報値）は、 倍（季節調整値）で、前月を０ １４ポイント０．８６ .

回った。

《 求人の動き 》

○ 月の新規求人数は、前年同月に比べ２３．８％減少、有効求人数は２１．０％の減少となった。５

25.8○ 新規求人数 パートを含む を産業別に前年同月と比較すると 建設業 増 情報通信業（ ） 、 （ ）、 （40.0%

56.9 36.5 36.2%％増)で増加したものの 製造業 ％減 卸売・小売業 ％ 減 宿泊・飲食サービス業、 （ ）、 （ ）、 （

減）医療 福祉（ ％減）､運輸・郵便業（ ％減 、サービス業（その他 （ ％減）などで減少, 20.1 18.2 ） ） 30.0
した。

《 求職の動き 》

○ 月の新規求職者数は、前年同月比４．９％の増加となった。５

○ 有効求職者数は、前年同月比２１．１％の増加となった。

《 パートタイムの動向 》

（ ） 、 。○ 月のパートタイムの有効求人倍率 原数値 は 倍で 前年同月 ０ ２７ポイント下回った５ ０ ６７. を .

。○ 新規求人数は、前年同月比１５．５ の減少となった%
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用 語 の 説 明 
 

一     般 =「パートタイム」以外のものをいう。なお、雇用期間の定めにより「常用」「臨時・ 
季節」に分けられる。 

パ ー ト タ イ ム＝「パートタイム」とは、１日、１週間又は１ヶ月の所定労働時間が当該事業所にお

いて、同種の業務に従事する通常の労働者の所定労働時間に比し短いものをいう。 
なお、「パートタイム」は雇用期間の定めにより、「常用的パートタイム」、「臨

時的パートタイム」及び「日雇的パートタイム」に分けられる。 
新規求職申込件数＝期間中に自安定所で新たに受付けた求職申込みの件数をいう。 
月間有効求職者数＝「前月から繰越された有効求職者数」と当月の「新規求職申込件数」の合計数をいう。 
就 職 件 数＝自安定所の有効求職者が、自安定所の紹介あっせんにより就職したことを確認した件

数をいう。 
○保受給者の就職件数＝受給資格決定後、基本手当の支給を終了するまでの間に安定所の紹介により就職し

た基本手当受給資格者の就職件数をいう。 
求 人 倍 率＝求職者１人当たり、求人がどれだけあるかをみるもので、次の式で計算される。 
         新規求人倍率＝  新規求人数     有効求人倍率＝ 有効求人数 
                  新規求職者数            有効求職者数 
新 規 求 人 数＝期間中に新たに受けた求人数（採用予定人員）をいう。 
月間有効求人数＝「前月から繰越された有効求人数」と当月の「新規求人数」の合計数をいう。 
受 給 者 実 人 員＝失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう。 
季 節 調 整 値＝一年を周期として繰り返す季節的な要因による変動の影響を取り除いた値である。 
（労働関係の季節調整は、厚生労働省においてセンサス局法Ⅱ（Ｘ－12－ARIMA）を使用して行われている。） 
高年齢雇用継続基本給付金＝60 歳到達時賃金月額の 75％未満の賃金で、60 歳到達後継続して雇用される 

60 歳以上 65 歳未満の被保険者への給付金。 
高年齢再就職給付金＝60 歳以上 65 歳未満の者で、失業給付受給中（100 日以上の残日数）に 60 歳到達 

時賃金月額の 75％未満で再就職した被保険者への給付金。 
育児休業基本給付金＝満１歳（一定の場合は満１歳６ヶ月）未満の子を養育する育児休業取得者への給付 

金。 
育児休業者職場復帰給付金＝職場復帰（休業終了）後引き続き６ヵ月間雇用された者への給付金。 
介護休業給付金＝家族を介護するための休業を取得した者で、一介護期間３か月、一人の家族について通 

算９３日を限度に支給される給付金 
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求人・求職・求人倍率の動き（年別状況）
パートを含む原数値

項　目 新規求人数 有効求人数
新　　　規
求職者数

　有　　　効
　求職者数

　新　　　規
　求人倍率

新規求人
倍率（全国）

　有　　　効
　求人倍率

有効求人
倍率（全国）

平成10年 45,384 118,781 30,218 131,783 1.50 0.92 0.90 0.53

平成11年 44,827 112,183 30,953 135,266 1.45 0.87 0.83 0.48

平成12年 48,113 124,277 31,788 136,843 1.51 1.05 0.91 0.59

平成13年 46,043 116,967 35,393 152,447 1.30 1.01 0.77 0.59

平成14年 42,623 102,173 36,806 169,521 1.16 0.93 0.60 0.54

平成15年 43,588 103,222 37,223 151,277 1.17 1.07 0.68 0.64

平成16年 48,288 117,311 38,708 145,924 1.25 1.29 0.80 0.83

平成17年 48,865 120,837 40,886 156,719 1.20 1.46 0.77 0.95

平成18年 50,051 124,652 41,474 158,304 1.21 1.56 0.79 1.06

平成19年 49,136 120,482 41,550 160,104 1.18 1.52 0.75 1.04

平成20年 44,222 107,319 41,243 159,680 1.07 1.00 0.67 0.88
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